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住民自ら交通サービスを供給する共助交通の課題として，住民ドライバー不足が挙げられる．社会的埋

め込み（Social Embeddedness）の視点から住民ドライバー活動を解釈すると，ドライバー活動参加への誘

因を高めるには参加者同士での交流が重要であると考察できる．そこで本研究は，共助交通の導入を想定

した SP 調査を行い，交流がドライバー協力意向の選好に与える影響を実証的に分析する．分析の結果，

外向的交流傾向をもたない住民にとっては，その住民の知人・友人がドライバーとして在籍していればい

るほど，ドライバーを務めやすいこと等がわかった． 
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1. はじめに 

 

近年，公共交通が不便な地域では，住民自ら交通サー

ビスを供給する取組みが活発化している．交通空白地有

償運送や許可・登録を要しない運送はその代表例である．

本研究はこのような交通サービスを総称して共助交通と

呼ぶ．共助交通は地域事情に精通した住民自らサービス

設計を行うため，地域の移動ニーズにマッチしたサービ

スの供給が期待できる．その一方で共助交通は，あくま

でも地域住民の自主的・自発的な取組のため，運営継続

性が低いという課題をもつ．その主な要因として住民ド

ライバー確保が困難なことが挙げられる 1-3)． 

住民ドライバーは運転業務に自発的な協力意思の下で

参加するが，需給バランスによっては彼らの労働負荷が

大きくなることもある．住民ドライバー確保が困難なこ

とは，協力行動をめぐる社会的ジレンマ状態の帰結とし

て説明できる．具体的には，地域にとって共助交通は存

在したほうが良いと思いつつも，自分自身はその運営に

協力行動をとらずに他人の協力行動にフリーライドする

ことが合理的，というメカニズムである 2)．このような

帰結を回避するためには，住民が非協力行動よりも協力

行動を選択する誘因が高いことが重要となる． 

比較制度分析を提唱した Aoki は，社会的ジレンマが

潜む地域活動において協力行動が選択されるメカニズム

を，個人行動が社会構造から何らかの制約を受けること

を意味する社会的埋め込み（Social Embeddedness）の視点

から説明している 4)．それは，地域活動単独で考えると

非協力行動を選択することが合理的となるが，実際の地

域活動は住民同士の資源交換と連結しており両者は同時

に実行されるので，地域活動で協力行動が選択されうる

という説明である．具体的に Aoki は，全住民の参加が

求められる集落維持活動に着目し，同活動で非協力行動

をとると，他の住民から日常生活全般に関する援助を受

けにくくなり日常生活に支障をきたすという罰則が機能

するため，同活動で協力行動が自己拘束的に選択される

ことを指摘している．この罰則は，評判の社会ネットワ

ークを介して作動する社会的排除の脅しである．Aokiの

一連の考察は，合理的選択理論に立脚して利他的行動を
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説明する立場である利他的利己主義 5)をとっている． 

社会的埋め込みの視点からドライバー活動に協力する

誘因を高める方策を考察する．ドライバー活動は地域活

動の一種のため住民同士の資源交換と連結しているが，

Aokiが具体例として取り上げた社会的排除のようなネガ

ティブな罰則により協力行動を導くことは現実的でない．

なぜなら，ドライバー活動の多くは，全住民の参加を前

提とするような大規模な集落維持活動と異なり，有志の

住民が自発的に参加するような小規模活動であることが

多いからである．つまりこのとき，ドライバー活動への

不参加を理由とする社会的排除は実行できないといえる．

ドライバー活動の特徴は，定期ミーティングや運転講習

会など，参加者同士での交流機会が多いことである．交

流は，新たな人間関係の構築や既存の人間関係性の深度

化を導く意味で，住民同士での資源交換における取引費

用低下，換言するとドライバー活動に参加している他の

住民が有する資源へのアクセス改善を実現できる．例え

ば，活動を通じて新たに知り合いになったドライバーを

務める住民から使いたかった農機具を貸してもらえた，

という状況である．このように，ドライバー活動に参加

する住民同士での交流は，活動参加への誘因を高める要

因といえよう． 

共助交通の継続的な運営を実現するためには，どのよ

うな人々がどのような条件のときに，住民ドライバーを

務めるのか（以下，協力意向と記す）を実証的に把握し

ておくことが重要となる．実証分析では，上述の議論を

踏まえると，ドライバー活動を通じて獲得しうる交流の

機会が協力意向に与える影響も明示的に考慮することが

求められる．例えば，「現在ドライバーを務めている住

民には友人が多いので，私もドライバーを務めたい」と

いった動機が協力意向に与える影響である．獲得しうる

交流機会は，他者の行動結果が自身の行動に影響を与え

るという意味で，社会的相互作用（Social Interaction）と

表現できる．協力意向に関する実証分析を行った先行研

究として，荒木ら 6)，岡村ら 7)，國井ら 8)，佐々木ら 9)が

挙げられる．これら先行研究の中では，荒木ら 6)を除き

住民間交流はほとんど着目されていない．ただし，荒木

ら 6)は，共助交通が交流の場として活用できるかという

問いへの分析に留まっており，交流機会が協力意向に与

える影響は議論されていない．そこで本研究は，共助交

通の導入を想定した SP 調査を行い，交流機会が協力意

向の選好に与える影響を実証的に分析する． 

 

 

2. 分析方法 

 

(1) 調査対象地域 

本研究の目的を達成するために，共助交通の導入を想 

 
図-1 回答者を分類するフローチャート 

 

定した SP 調査を東広島市八本松町吉川地域で実施した．

吉川地域は東広島市の西南端に位置し，JR 山陽本線八

本松駅から約 7キロ，同西条駅から約 9キロの距離にあ

る．2022 年現在，吉川地域には 398 世帯，903 人が居住

している．地域内の小売店舗はコンビニエンスストア程

度しか存在せず，日常的な買い物は地域外の施設に依存

している．公共交通機関は，八本松駅と地域を結ぶバス

が平日のみ 1便，西条駅と地域を結ぶバスが平日 8便・

土曜日 6便・日祝日 4便運行されている． 

 

(2) アンケート調査の概要 

アンケート調査は，吉川地域の住民組織である吉川ま

ちづくり自治協議会の協力を得て，20 歳以上の吉川地

域の全住民を対象に行った．地域の全世帯に郵送もしく

は手渡しで調査票が封入された封筒を届け，郵送もしく

は専用webページから回答を回収した．多くの人から回

答回収するために，1 通の封筒には 3 人分の調査票を封

入した．最終的に，320名から回答を回収した． 

 

(3) 調査票の設計 

SP 調査では，吉川地域に共助交通による買い物送迎が

導入された場合に，共助交通のドライバーを務めるか務

めないか（協力意向），利用するかしないか（利用意向）

を調査した．調査では，図-1 に示すフローチャートに

従い回答者を分類した．回答者は個人属性に関する質問

に回答した後，協力意向もしくは利用意向のいずれかの

SP調査に回答することになる．回答を得た320名のうち，

協力意向の SP調査の対象者数は 147名，利用意向の SP

調査の対象数は，173 名であった．本研究は協力意向の

SP 調査への回答結果と関連する個人属性に着目する．

利用意向の SP 調査の分析は今後実施する予定である．

調査で設定した共助交通の概要を説明する．運行区間は，

吉川地域と地域外の大型商業施設であるゆめタウン東広

島とした．両者の距離は約 10km である．運行形式は，

利用者は吉川地域の集合場所から車両に乗車して 

供給意向
調査に回答

個人属性に関する調査

70歳以上か

日常的に
車を運転するか

利用意向
調査に回答

利用意向
調査に回答

YesNo

YesNo
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表-1 協力意向 SP調査の属性と水準 
属性 水準 

勤務条件 勤務 1回あたり 

謝礼金 

0円，1000円， 

3000円，5000円 

運行時間帯 平日の午後， 

休日の午後 

交流機会

情報 

ドライバーに占める 

知人・友人の割合 

0%，20%，80%，
100% 

 

表-2 個人属性に関する設問 
分類 設問 

社会 

経済属性 

 性別，年齢，職業，同居する家族の人数，

地域に住む知人・友人の数，車の運転に自

信あるか* 

地域との 

関わり方 

 近所づきあい：活発なご近所づきあいをし

ているか* 

 利他傾向：地域で困っている人がいたら助

けてあげたくなるか* 

 外向的交流傾向：これまで関わったことの

ない地域住民と交流したいか* 

* 5段階のリッカート尺度形式の設問 

 

商業施設に向かい，施設に 1時間程度滞在した後，同一

車両で吉川地域に戻る，というツアー形式である． 

協力意向に関する SP調査を回答する前に，1)1回 3時

間程度の勤務になること，2)自治協議会が用意した車両

を使用すること，3)燃料代や事故発生時の費用負担はな

いこと，を説明した．また，住民ドライバー活動は，他

の住民と交流するきっかけになりうることも記した． 

協力意向に関する SP調査の属性と水準を表-1に示す．

属性として，謝礼金，運行時間帯，交流機会情報の 3つ

を設定した．謝礼金は勤務 1 回（3 時間）あたりに支払

われる金額であり，0 円の場合は無償ボランティアであ

ることを意味する．運行時間帯は平日と休日の 2つを設

定した．交流機会情報とは，活動を通して獲得しうる交

流に関する情報であり，活動を通じてどのような住民と

の交流できるかが判断できる．つまりこの情報は，他者

の行動結果の照会という意味で社会的相互作用を表す．

例えば，ドライバーに占める知人・友人の割合が 0%で

あるとは，ドライバーを務めている住民の中に，自分自

身の知人・友人が全くいない状況であり，これまで関わ

ったことのない住民との交流が期待できる．回答者には

これら属性の水準の組み合わせたプロファイルを提示し，

住民ドライバーを務めるか務めないか，務める場合には

1 か月あたりの勤務回数の回答を要請した．これらの水

準を組み合わせたプロファイルは直交表に従って生成し

た．調査票では生成したプロファイルの中から 3つを提

示してドライバー勤務可能性についての意思決定を要請

した． 

個人属性に関する設問を表-2に示す．設問は，社会経

済属性に関する設問と地域との関わり方についての設問

に大別される．社会経済属性として，性別，年齢，職業，

地域に住む知人・友人の数，同居する家族の人数，車の

運転への自信を問うた．地域との関わり方では，利他的

行動に関する傾向として「地域で困っている人がいたら

助けてあげたくなるか」，交流に関する傾向として「こ

れまで関わったことのない地域住民と交流したいか」を

問うた． 

 

(4)  協力意向モデルの構築 

本研究は，「ドライバーを務める」，「ドライバーを

務めない」の 2項を選択肢とする，パネルミックスドロ

ジットモデルを用いて，協力意向分析を行う．SP 調査

では，回答者 1名から協力意向に関する 3回分の回答を

得ている．このとき，観測できない回答者固有の異質性

の存在によって回答結果同士に相関が存在することにな

り，誤差項の独立は成立しない．そこで，効用関数にラ

ンダム項を導入して回答者固有の非観測異質性を考慮し

たモデル推定を行う．住民𝑖が𝑡回目の質問で提示された

条件でドライバーを務めることから得られる効用𝑈𝑖𝑡を

次のように定式化する． 

 

𝑈𝑖𝑡 = 𝑉𝑖𝑡 + 𝜀𝑖𝑡 (1) 

𝑉𝑖𝑡 = 𝛼𝑆𝑖𝑡 + 𝛽𝑇𝑥𝑖𝑡 + 𝛾𝑇𝑦𝑖 + 𝜂𝑖 (2) 

 

ここで，𝑉𝑖𝑡は確定効用，𝜀𝑖𝑡は標準ガンベル分布に従う

誤差項，𝑆𝑖𝑡は住民𝑖が𝑡回目の質問で提示された条件下

での活動を通じて獲得しうる交流機会情報（社会的相互

作用），𝑥𝑖𝑡は住民𝑖に𝑡回目の質問で提示される勤務条

件に関連する説明変数ベクトル，𝑦𝑖は住民𝑖の個人属性

に関連する説明変数ベクトル，𝜂𝑖は平均 0分散𝜎2の正

規分布に従うランダム項，𝛼は未知パラメータ，𝛽𝑇と

𝛾𝑇は未知パラメータベクトル（(. )𝑇は転置記号），であ

る．交流機会情報𝑆𝑖は，𝑖以外の他者の行動結果に依存

して次のように決定される． 

 

𝑆𝑖𝑡 =
∑ 𝑔𝑖𝑗𝑗∈𝑁𝑡

𝑛𝑡
 (3) 

 

ここで，𝑛𝑡と𝑁𝑡 = {1,⋯ , 𝑛𝑡}は𝑡回目の質問にて（仮想

的に想定される）ドライバー活動に参加している人数と

その集合，𝑔𝑖𝑗は住民𝑖と住民𝑗が知人もしくは友人であ

るとき 1，そうでないときに 0をとる指示関数である．

このとき，𝑡回目の質問で住民𝑖がドライバーを務める確

率𝑃𝑖𝑡は次のように定式化される． 
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図-1(a) 性別 図-1(b) 年齢 図-1(c) 同居人数 

  
 

図-1(d) 運転への自信 図-1(e) 知人・友人の数 図-1(f) 職業（複数回答） 

 

 
図-2 地域とのかかわり方 

 

𝑃𝑖𝑡 =
exp⁡(𝑉𝑖𝑡)

1 + exp⁡(𝑉𝑖𝑡)
 (4) 

 

本モデルの効用関数は，他者の行動結果が自身の効用

関数の中に入れ子の形で組み込まれている（つまり内生

変数）ため，均衡状態の行動を捉えるためには，構造推

定を用いる必要がある．ただし本研究では，内生変数は

SP 調査の水準として外生的に提示されているため均衡

状態の行動を想定する必要はなく，全ての変数を外生変

数とみなして未知パラメータを推定する．なお，以上の

モデルは，力石ら 10)の社会的相互作用モデル分類基準に

従うと network-average-incompleteに類似したモデルといえ

るが，式(3)の𝑔𝑖𝑗と𝑛𝑡の双方が内性変数となっている点

で異なる． 

 

(5) 本研究の仮説と検証方法 

1.では社会的埋め込みの視点から，ドライバー活動参

加の誘因を高めるには，資源交換での取引費用低下を導

く意味で，活動に参加する住民での交流促進が重要だと

指摘した．住民間の交流には，1) 既存の人間関係を深め

たい（内向的交流），2)新たな人間関係を構築したい

（外交的交流），という 2つのパターンが存在すると考

えられる．内向的交流では既存の知人・友人との交流が，

外交的交流ではこれまで関わったことのない住民と交流

することがそれぞれ望ましいといえる．ただし，どちら

のパターンを好むかは住民ごとに異なると考えられる．

ここで，住民の中には住民間の資源交換の場に参加しな

い住民，換言すると地域づきあいをほとんどしない住民

も一定数存在することに注意が必要である．このような

住民は，どのような交流機会に対しても魅力を感じず，

交流が活動参加への誘因を高めることはないと考えられ

る．以上踏まえ仮説として，「資源交換の場に参加する

意思のある住民は，自身が希望するタイプの交流機会が

ドライバー活動にあるとき，協力意向が高まる」を設定

する． 

実証分析における仮説の検証方法を説明する．実証分

析では，単純化のため，地域づきあいをしない固定層を

事前選別して取り除いた上で，協力意向モデルを構築す

る．具体的には以下の 2条件に該当するサンプルを取り

除く．第１の条件は，知人・友人数が 0と回答したサン

プルである．第２の条件は，表-2 に示すご近所づきあ

いの質問に対して，全くそう思わない，もしくは，あま

りそう思わないと回答したサンプルである．内向的交流

と外向的交流に対する選好の異質性は，表-2 に示す外

向的交流傾向を交流機会に対する調整変数として用い 

ることで対応する．以上の事前準備のもと，式(4)に示

した協力意向モデルを推定する．そして，仮設の検証と
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して，獲得しうる交流機会の情報を表す𝑆𝑖が協力意向に

与える影響を統計的に確認する． 

 

 

3. 分析結果 

 

(1) 基礎集計分析結果 

表-2 に示す変数の集計分析結果を図-1 と図-2 に示す．

図-1(a)から図-1(c)より，回答者は，性別の偏りはない

ものの，2～4 人家族と 60 代である回答者が多かった．

図-1(d)より，自動車運転への自信は，約4割の回答者が

「やや自信あり」，「大いに自信あり」と回答しており，

自動車が日常的な移動手段として定着していることがう

かがえる．図-1(f)より，職業は会社員とパート・アル

バイトが多い．これは，回答者を 70 代未満かつ車を日

常的に運転している者に限定しているため，比較的活発

に活動している者が多いことが理由として考えられる．

図-2 より，住民活動に積極的参加している住民が多い

こと，利他性をもつ住民が多いことがわかる． 

 

(2) 協力意向モデル推定結果 

協力意向モデル推定に使用する変数を表-3に示す．変

数のうち，「運転スキルダミー」，「住民活動参加ダミ

ー」，「利他傾向ダミー」，「外的交流傾向ダミー」は，

リッカート尺度（5 段階）による質問への回答結果から

作成した．具体的には，「大いにそう思う」と「ややそ

う思う」という回答を当該質問に該当，それ以外を非該

当と考え，該当の場合 1，非該当の場合 0 にとなるダミ

ー変数とした． 

協力意向モデル推定結果を表-4に示す．表-4にはラン

ダム項をもたない通常のロジットモデルによる推定結果

も併記している．以下，特別な注意がない限りは，有意

水準 10%をパラメータ有意性判断の閾値として用いる． 

仮説の検証結果として，交流機会情報に着目する．交流

機会は有意となったが，交流機会と外向的交流の交差項

は有意にならなかった．これは，検証結果として，外向

的交流傾向をもたない住民にとっては，その住民の知

人・友人がドライバーとして在籍していればいるほど，

ドライバーを務めやすい傾向の存在が統計的に確認され

たことを意味する．符号を確認すると，前者が正，後者

が負となり，これは理論的に妥当な結果である．前者は

外的交流傾向をもたない住民において交流機会情報が協

力意向に与える影響を表し，一方で，後者は外的交流傾 

向をもつ住民にとってのそれを表す．つまり，前者の場

合は知人・友人が多いことが望ましく後者はその逆であ

ることが望ましいと考えられるので，推定されたパラメ

ータの符号は妥当である． 

個人属性に着目すると，運転スキルダミーと利他傾向 

表-3 変数の定義 
変数名 定義 

勤務条件  

謝礼金 勤務 1回あたりの謝礼金[1000円] 

平日ダミー 1：平日に運行；0：休日に運行 

活動を通じた交流  

 交流機会情報 

（社会的相互作用） 

ドライバーに占める 

知人・友人の割合[%] 

個人属性  

 同居家族人数 同居する家族の人数[人] 

 運転スキルダミー 1：運転自信あり；0：その他 

 住民活動参加ダミー 1：積極的参加；0：その他 

 利他傾向ダミー 1：利他傾向あり；0：その他 

 外的交流傾向ダミー 1：関わったことがない住民と関

わりたい；0：その他 

 

ダミーが正に有意となった．これは，運転に自信がある

ほど，利他的な傾向を有する住民ほど協力意向をもつこ

とを意味する．また，通常のロジットモデルの最終対数

尤度に比べ，パネルミックストロジットモデルのそれは

大きく改善していることから，ランダム効果を考慮する

ことの重要性も併せて確認された． 

勤務条件については，謝礼金の t 値は比較的高いもの

の，いずれの変数も有意にはならなかった．推定結果を

概観すると，勤務条件のような経済的動機に関する変数

は有意にならない一方，交流機会や利他的動機のような

非経済的動機に関する変数が有意になっている．これは，

非経済的な動機の生成源となりうる意味で，ドライバー

活動における組織デザインの重要性を示唆しているとい

えよう．組織デザインは外部から一定程度制御可能なの

で，ドライバー活動活性化をねらった政策介入の余地が

ある．例えば本研究の知見を参照すると，ある曜日の担

当ドライバーを知人・友人同士かつ既存の人間性の関係

を深めたいと考える住民たちに割り当てることが考えら

れる．これは交流に着目した組織デザインの一例といえ

る．住民ドライバー活動の活性化に向けて組織デザイン

の実効性を高めるには，共助交通の現場に存在する組織

デザインとその機能をフィールドワークから発見的に特

定しつつ，その妥当性を演繹的な理論分析や実証分析を

通じた厳密な検証により確認する，というアプローチに

従って研究を蓄積していくことが必要だと思われる． 

 

 

4. おわりに 

 

本研究では，社会的埋め込みの視点から住民ドライバ

ー活動を解釈し，ドライバー活動参加への誘因を高める

には参加者同士での交流が重要であると指摘した．そし

て，資源交換の場に参加する意思のある住民は，自身が

希望する交流機会があるとき，ドライバー活動への協力

意向が高まる，という仮説を検証した．具体的には，共 
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表-4 協力意向モデル推定結果 

 
ロジットモデル 

パネルミックスト 

ロジットモデル 

推定値 
平均 

限界効果 t値 判定 推定値 
平均 

限界効果 t値 判定 

固定効果       

勤務条件       

謝礼金[1000円] 0.126 0.025 1.437  0.2045 0.019 1.409  

平日ダミー -0.027 -0.005 -0.083  -0.1612 -0.015 -0.302  

活動を通じた交流       

交流機会情報 1.045 0.207 1.949 + 2.0374 0.191 2.080 * 

交流機会情報×外的交流傾向ダミー -1.201 -0.238 -1.489  -2.0147 -0.189 -1.544  

個人属性       

同居家族人数[10人] -3.651 -0.722 -2.629 ** -6.8551 -0.642 -1.573  

運転スキルダミー 1.083 0.223 3.153 ** 2.6522 0.269 2.137 * 

利他傾向ダミー 1.826 0.323 3.805 ** 4.6235 0.397 2.808  

外的交流傾向ダミー 0.501 0.010 0.878  0.9820 0.091 0.729 ** 

定数項 -2.152  -3.084 ** -5.4719  -2.676 ** 

ランダム効果    

分散  11.33  

サンプルサイズ 196 196 

初期対数尤度 -130.876 -130.876 

最終対数尤度 -113.303 -93.289 

+:10%水準で有意，*:5%水準で有意，**:1%水準で有意 

[ ]は平均限界効果（Average Marginal Probability Effect） 

助交通の導入を想定した SP 調査からドライバー協力意

向モデルを構築し，仮説を統計的に検証した．その結果，

強い外向的交流傾向をもたない住民にとっては，その住

民の知人・友人がドライバーとして在籍していればいる

ほど，ドライバーを務めやすい傾向があることがわかっ

た． 
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EMPIRICAL ANALYSIS FOR PARTICIPATION INTENTION OF VOLUNTEER 

DRIVER BASED ON INSTITUTIONAL COMPLEMENTARITY 

 

Hiroki NOGUCHI, Makoto CHIKARAISHI, Makoto TSUKAI and Masaaki FUSE 

 
Major challenges of mutual aid transport is the shortage of volunteer drivers. To increase the number of 

volunteer drivers, interaction among participants in driver activities is important  from the perspective of 

institutional complementation. Therefore, this study analyzes the effect of interaction on the preference of 

participation intention of  volunteer driver through SP survey assuming the introduction of mutual-aid 

transportation. This study revealed that residents who do not tend to interact extrovertively are more likely 

to serve as drivers if their acquaintances and friends are also drivers. 
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